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女川原子力発電所１号機の廃止について 

 

当社は，本日，女川原子力発電所１号機の廃止を決定いたしました。 

 

女川原子力発電所１号機の取り扱いについては，新規制基準への適合等に向けて

必要となる具体的対策や，女川原子力発電所２号機，３号機および東通原子力発電

所１号機との設計の違いなども考慮しながら，検討を進めてまいりました。 

 

女川１号機固有の課題として，消火設備，電源設備，代替注水ポンプ等の新たな安

全対策設備の追加設置に必要なスペースが，女川２号機等に比べ不足しているた

め，安全性向上対策を行うための技術的な制約が大きく，発電機出力規模や再稼働

した場合の運転年数等，総合的に勘案した結果，廃止することとしたものです。 

 

当社といたしましては，今後，女川１号機の廃止に伴う各種手続き※を進め，安全確

保を最優先に廃止措置に取り組んでまいります。 

 

当社は，女川２号機，３号機および東通１号機に経営資源を投入し，新規制基準への

適合性にとどまらず，さらなる安全レベルの向上に向けた取り組みを着実に進めてい

くとともに，地域の皆さまからのご理解をいただきながら，早期の再稼働に向けて全

力で取り組んでまいります。 

 

※廃止に伴う主な手続き 

１．電気事業会計規則に基づく廃炉会計制度の承認申請 

（原子力特定資産承認申請および原子力廃止関連仮勘定承認申請） 

原子炉の廃止を行うときは，対象プラントの資産の残存簿価，核燃料の解体費

用等，廃止決定時に一括して費用計上する必要があるものについて，これらを

資産として計上した上で，一定期間をかけて償却，費用化するため，電気事業

会計規則に基づき，経済産業大臣の承認を受ける必要がある 

 



 

２．電気事業法に基づく発電事業変更届出 

発電用の電気工作物について，設置場所，原動力の種類，周波数及び出力

に変更があるときは，電気事業法に基づき，経済産業大臣に届出する必要が

ある 

３．原子炉等規制法に基づく廃止措置計画認可申請 

原子炉の廃止を行うときは，原子炉等規制法に基づき，廃止措置計画を定め，

原子力規制委員会の認可を受ける必要がある 

 

以 上 

 

（別紙）女川原子力発電所１号機の概要  



（別紙） 

女川原子力発電所１号機の概要 

 

女川原子力発電所１号機は，１９８４年６月に営業運転を開始して以来，地域の皆

さまのご理解をいただきながら，長きにわたり当社における電力の安定供給の一翼を

担ってまいりました。 

 

［設備概要］ 

所在地 宮城県牡鹿郡女川町塚浜字前田１ 

原子炉型式 沸騰水型原子炉（ＢＷＲ） 

原子炉格納容器 マークⅠ型 

発電機出力 ５２．４万 kW 

燃料集合体数 ３６８体 

 

［主な経緯］ 

年 月 日 内容 

１９７０年 ５月３０日 女川原子力発電所設置許可申請 

１９７０年１２月１０日 女川原子力発電所設置許可 

１９７９年１２月２５日 本格着工 

１９８３年１０月１８日 女川原子力発電所１号機 初臨界 

１９８３年１１月１８日 女川原子力発電所１号機 初併入 

１９８４年 ６月 １日 女川原子力発電所１号機 営業運転開始 

２０１１年 ３月１１日 東北地方太平洋沖地震により運転停止 

 

［発電実績］ 

総発電電力量 ８３０億 kWh※1，2 

設備利用率 ６７．４％※3 

※１ 稼働実績がある２０１０年度末までの累計 

※２ 宮城県内の電力需要（２０１７年度実績：１４４．３億 kWh）の約６年分に相当 

※３ 稼働実績がある２０１０年度末までの平均 

 

［女川１号機外観］ 
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